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第24回講義

債権の消滅５（供託・更改・免除・混同ほか）／債権と物権
2012/07/09

松岡 久和

【その他の債権の消滅原因】（E133頁コラム○40、142-145頁、中田364-372頁、404-411頁）
１ 供託

(1) 意義
・引渡債務の目的物を供託所等に寄託すること→債務消滅。

・種類：①弁済供託、②担保供託（民訴76条等）、③執行供託（民執156条等）、④保管供託

（商527条等）、⑤その他（公選92条等）。

・弁済供託の性質：第三者（＝債権者）のためにする寄託契約

(2) 要件と効果
・供託一般の要件：次のいずれか（494条）

(a) 債権者の弁済受領拒絶
・判例：債権者の不受領が明白でない場合以外には口頭の提供をしないと供託不可

通説：債権者が予め受領拒絶を表明しているときは提供を要しない

(b) 債権者の弁済受領不能
(c) 弁済者無過失の債権者不確知
・差押競合の場合には、供託は第三債務者の義務（民執156条2項）⇒配当

・自助売却（形式競売。民執195条）による代金供託の要件（497条）

①(a) 性質上供託不適 または (b) 滅失・毀損のおそれ または (c) 過分の保存費用
②裁判所の許可

・供託できる者：弁済者一般。

・供託の相手方（495条）：原則 債務履行地の供託所

(a) 金銭・有価証券の場合 法務局・地方法務局・支局・法務大臣指定の出張所

(b) その他の物品の場合 法務大臣指定の倉庫業者または銀行

例外 供託できない場合→裁判所の選任する供託物保管者

・効果：

①取戻しを解除条件とする債権の消滅

・供託者の取戻権：債権者や第三者を害しない限り、供託物を取り戻せる（496条）

・取り戻されると供託はなかったことになり、債権は復活する（496条2項参照）

・取戻（請求）権は、供託による免責の効果を受ける必要が消滅した時から10年の時効
にかかる

②債権者の供託物還付請求権取得

・債権者の受益の意思表示を要しない（第三者のためにする契約の特則）

・債権者に反対給付義務がある場合には、その履行を証明しないと還付請求できない

（489条・供託10条－供託者の書面又は裁判、公正証書等による反対給付履行済の証明）。

③供託物所有権の移転

・金銭等消費物の場合、供託により所有権は供託所に移転。債権者は、同種・同等・同

量の物を供託所から受け取った時に所有権を取得。

・特定物の場合、債権者は供託時に直ちに所有権を取得。

２ 更改

(1) 意義と現実の機能の喪失
・意義：債権の要素を変更して新債権を成立させ、旧債権を消滅させる契約（513条1項）

・沿革：債権譲渡・債務引受の代替措置として重要

matsuoka@law.kyoto-u.ac.jp

2012年度民法第三部債権総論レジュメ24



- 88 -

http://www.matsuoka.law.kyoto-u.ac.jp

・現代的意義：上記制度が認められると、旧債権（及びその従たる権利・担保権）や抗弁が

消滅する更改契約は当事者の意思に不適合

集団的決済のツールとしての三面更改の可能性が立法論として議論されている

Ａ Ａ

Ｘ Ｂ Ｘ Ｂ

Ａ Ａ

Ｄ CCP Ｂ Ｄ CCP Ｂ

Ｃ Ｃ

CCP（Central Counter Party）
での集中決済が可能

(2) 要件と効果
・要件：①消滅すべき債権の存在

②債務の要素（給付目的、当事者）の変更 例 513条2項
・当事者の意思が明確でなければ更改でないとすべき。

・手形交付による更改（同項後段）は立法過誤→原因関係存続又は代物弁済

⇒2004年の現代用語化の際に削除
③債権者と債務者の合意（給付目的変更の場合。513条）

債権者と新債務者の合意（債務者の交代の場合。514条本文）

・旧債務者の意思に反しえない（514条ただし書）←466条2項、474条1項ただし
書参照。

新旧債権者と債務者の合意（債権者の交代の場合、515条）

・債権譲渡同様に確定日付ある証書でしないと第三者に対抗不能（516条）

・効果：①旧債権（及びその従たる権利・担保権）が消滅。

・特約で担保権の引継ぎは可能。物上保証人がいれば承諾が必要（518条）

②新債権の成立。

・債権者の交代の場合、債務者は、異議をとどめないで更改契約を結ぶと、旧

債権者に対する抗弁を新債権者に対抗できなくなる（516条）

(3) 更改契約の解除の可否
・古い判例は新債務の債務不履行による解除を認め、第三者の利益が関係しない限りで、

旧債務の復活を肯定。←→解除否定説：更改契約の処分行為性（効果は即時完結）

３ 免除

(1) 意義
・一方的意思表示によって債務を全部又は一部無償で消滅させる単独行為

・第三者弁済（474条2項）、保証（462条参照）、第三者のためにする契約（537条2項）、贈与

（549条）との不均衡は立法的には問題
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(2) 要件と効果
・要件：免除の意思表示

・前提として処分権限や行為能力を要する。相手方には行為能力は要しない。

・放棄が許されない債権（例 株金払込債権。保険利益享受約款の例は疑問）は免除で

きない。

・効果：債権（及びその従たる権利・担保権）が消滅

なお特別規定として、429条1項、430条、437条

４ 混同

(1) 意義
・債権・債務が同一人に帰属することによって債権・債務が消滅すること（520条）。
←自己に対する債権・債務の存続は無意味。

※契約上の地位の混同との関係は？

(2) 要件と効果
・要件：債権・債務が同一人に帰属すること。

例 債権者の債務者の間の相続、会社合併、債務者の債権譲受、債権者の債務引受

・効果：債権（及びその従たる権利・担保権）が消滅。

★例外 ①債権が第三者の権利の目的である場合

例 第三者の債権差押えや質権取得による場合、転借人の転借不動産取得

②債権・債務の帰属する財産が分離している場合

例 限定承認（929条）、財産分離（941条以下）、組合に対する債権を組合員

が譲り受けた場合

※大きな組織で部局毎に別会計としている場合も同様か？

③証券化した債権（手形11条3項、77条1項1号、小切手）

④混同の前提が欠ける場合

例 家屋賃借人が目的物の所有権を取得したが、二重譲渡され背信的悪意

者でない第二譲受人が先に登記を取得した場合、混同により消滅したは

ずの賃借権は復活する（PⅠ243）

５ 目的到達・目的消滅（目的到達不能）による債権の消滅

(1) 目的到達による債権消滅
・議論される場面

①執行行為等による債権の満足の場合 ⇒弁済ないしみなし弁済

②不可分債務・連帯債務などの債務者の一人による全部弁済の場合

③債務者の履行行為以外で契約の目的が達成された場合

例 座礁した船を曳船する契約の履行前に満潮により船が離礁した場合

急患の診療を頼んだところ医師が到着する前に患者が嚥下物を吐き出した場合

・③は、目的消滅による債権の消滅とも考えうるし、責めに帰すべからざる履行不能と

も、（責めに帰すべからざる）受領不能が債権者の領域で生じているともみられる。いず

れにしても、一部履行に対応する分の報酬・費用償還を肯定することは可能であろう。

(2) 目的消滅（目的到達不能）による債権消滅
例 競業避止契約の当事者がその事業を廃業した場合

パレードが見える部屋を割高な値段で賃借したがパレードが中止になった場合

・パレードを見物するという目的の消滅とみるか、「パレードがよく見える部屋」の債

務の本旨に従った履行が責めに帰すべき事由なく履行不能となったみるか
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【債権と物権】（E3-6、中田1-8頁）

Case 24-1 次の場合、ＸはＡの債権者が行ったＹの差押えの排除を求めることがで

きるか（民執38条の第三者異議の訴えによる。ちなみに、Ａが破産した場合だと、破産管財人を

相手とする破87条以下の取戻権による破産財団からの取り返し）。

①ＡがＸから盗んだパソコンをＹが差し押さえた場合

②ＡがＸから盗んだパソコンを売って買った別のパソコンをＹが差し押さえた場合

③ＡがＸから盗んだ現金と同額の金銭を所持していたところ、それをＹが差し押さ

えた場合

④ＸがＡ所有の倉庫中に在庫する缶詰を全部買い取ったが、Ｙが在庫の缶詰すべて

を差し押さえた場合

⑤ＸがＡ所有の倉庫中に在庫する缶詰の半分を買い取ったが、Ｙが在庫の缶詰すべ

てを差し押さえた場合

⑥ＸがＡ所有の倉庫中に在庫する缶詰の半分を買い取り、前後してＺが在庫缶詰の

半分を買い取ったが、Ｙが在庫の缶詰すべてを差し押さえた場合

⑦Ａに誤配達されたＸのパソコンをＹが差し押さえた場合

⑧ＡのＢ銀行の普通預金口座にＸの誤振込により生じた預金債権をＹが差し押さえ

た場合

１ 物権と債権の基本的な対比

物 権 債 権

典 型 的 な 権 利 所 有 権 契約上の履行請求権

権 利 の 基 本 的 性 格 有体物支配権* 債務者に対する請求権

権 利 の 実 現 方 法 直接性 間接性

（自分だけで利益享受が可能） （債務者の履行行為が必要）

権 利 主 張 の 相 手 方 絶対性（万人に主張可能） 相対性（債務者のみ主張可能）

同一内容の権利の成立 不可（排他性） 可（債権者平等の原則）

権 利 の 内 容 決 定 法が限定（物権法定主義） 自由（契約自由の原則）

権 利 の 公 示 必 要 不 要

*担保物権は権利の上の価値支配権と考える方が民法典にも忠実（地上権・永小作権・賃借権上の抵

当権、転抵当権、権利質、総財産に対する一般先取特権、債権に効力を及ぼす物上代位など）

２ 物権と債権の峻別論の問題点
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